入札参加資格確認書及び提出書類作成要領等（総合評価落札方式：特別簡易型）
入札参加資格確認書及び提出書類について、以下のとおり作成すること。なお、同種工事及び実績等を証明する書類については後述を参照すること。
（１）入札参加資格確認書（総合評価落札方式特別簡易型）
・電子入札専用様式入札参加資格確認書（総合評価落札方式特別簡易型）により記入すること。

　（２）総合評価落札方式に伴う提出資料一覧表

・総合評価様式第１号により記入すること。

（３）同種工事の施工実績調書（当該実績を証明する書類を添付すること）
・総合評価様式第２号により記入すること。

・国内における元請としての同種工事で、過去１５年間（平成１８年９月１日から令和３年８月３１日までに竣工したもの）の施工実績の代表４件までを記入すること（共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率２０%以上に限る。）。
（４）工事成績評定点調書

・総合評価様式第３号により記入すること。

・佐賀市（佐賀市上下水道局を含む。）発注の一般競争入札を実施した土木一式工事に係る過去２年間（令和元年９月１日から令和３年８月３１日までの間に成工検査日があるもの）の工事成績評定点を記入すること（特定建設工事共同企業体の構成員としての実績を含む。）。

・工事成績評定を受けた工事がない場合は、７４点未満として取扱う。

・工事成績評定通知書の写しを添付すること。

（５）配置予定技術者調書（法令による資格・免許及び施工経験を証明する書類を添付すること）
・総合評価様式第４号により記入すること。

・本工事を受注した場合に、監理（又は主任）技術者として配置する予定の技術者について記入すること。
・国内における元請としての同種工事で、過去１５年間（平成１８年９月１日から令和３年８月３１日までに竣工したもの）の施工経験の代表３件まで記入すること（共同企業体の構成員としての施工経験は、出資比率２０%以上に限る。）。
・配置予定技術者調書提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、複数の候補者について記入し提出できるが、この場合は、複数の候補者の内１名を必ず配置技術者として配置しなければならない。複数の候補者がある場合は、評価が低い者で評点する(極力３名程度までとする。)。
・実際の施工に当たって、配置予定技術者調書に記載された技術者を変更できるのは、病休、死亡、退職等の極めて特別な場合に限る。この場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なければならない。

・同一の技術者を重複して複数の工事の配置予定技術者として競争入札参加申請をすることは、これら複数の工事のうち、一の工事を落札したことにより、他の工事に当該配置予定の技術者を配置できなくなった場合に、入札の際に辞退届を電子入札システムで提出する等により、当該他の工事に係わる入札に参加しないことを条件として認める。

・配置予定技術者が、本工事の工事の始期前日までに他工事の専任を外れることが確実であれば、当該工事の配置予定技術者として申請できるものとする。
この場合、総合評価様式第４号の空欄に専任できる予定日を記載すること。
なお、落札者決定後に配置予定技術者を配置できない状況となった場合は、指名停止措置や契約の解除等を行う。
　　　・監理技術者、主任技術者、現場代理人の施工経験については、従事期間が工期（中止期間がある場合の工期については、中止期間を差し引いた期間を工期とする。）の２分の１を上回る場合のみ施工経験として認める。ただし、現場代理人の施工経験については、国家資格（建設業法第７条第２号ハに該当する技術・技能検定等）を有して配置された工事に限る。
（６）佐賀市災害ボランティア協定団体への登録調書
・総合評価様式第５号により記入すること。
・佐賀市と災害ボランティア協定を締結している加入団体名を記入すること。
　（７）手持工事量比率に関する調書

　　　・総合評価様式第６号により記入すること。

　　　・佐賀市（佐賀市上下水道局を含む。）発注の一般競争入札を実施した土木一式工事に係る平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に開札があった案件について記入すること（特定建設工事共同企業体の構成員としての実績を含む。）。


☆同種工事及び実績等を証明する書類について
・国又は地方公共団体から受注した道路改良工事（注１）で、最終請負金額が２，０００万円以上のものとする。
・同種工事の実績を証明する書類とは、コリンズ登録内容確認書、契約書、設計図書等の写しなど、工事内容が確認できるものをいう。

・配置予定技術者に係る法令による資格及び施工経験を証明する書類とは、監理技術者資格者証、検定合格証明書、コリンズ登録内容確認書、施工体制台帳、打合せ記録簿等の写しなど、資格内容及び工事の内容が確認できるものをいう。
　　（注１）道路改良工事とは、道路における新設又は改良工事にあって、下記に該当する工種内容を満たす工事とする。

【工種内容】掘削工、盛土工、路体工、路床工、下層路盤工、擁壁工、函渠工、側

溝工、山止工、軟弱地盤処理工、橋梁下部工（新設）

※舗装工事、維持修繕工事として発注された工事は該当しない。　　　　
